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株主の皆様へ

株主の皆様におかれましては、ますます

ご清栄のこととお喜び申しあげます。

平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申

しあげます。

このたび私は、平成17年６月28日開催の

当社第23回定時株主総会後の取締役会にて

取締役社長に選任され就任いたしました。

この場をおかりいたしまして株主の皆様に

ご挨拶申しあげます。

さて、第23期（平成16年10月１日から平

成17年３月31日まで）における事業報告書

をお届けするにあたり、営業の概況および

決算につきまして、次のとおりご報告申し

あげます。

なお、平成17年３月期は決算期変更によ

り６ヶ月の変則決算となっております。

当期におけるわが国経済は、企業収益の

改善ならびに設備投資の増加により堅調な

景気回復が進んでまいりましたが、ここへき

て原油、素材価格の高騰による影響が景気

の減速要因として顕在化してまいりました。

当パソコン業界におきましては、パソコ

ン本体の平均単価が下がり続けていること

に加え、アテネ五輪特需の時のような勢い

はないものの消費者の目が引き続きデジタ

ル家電に向いていることもあって低迷を続

けております。

このような状況のもと、当社は平成16年

10月に発表いたしました経営再建計画のも

と、株式会社ピーシーデポコーポレーショ

ンと資本業務提携を行い、平成18年３月期

における経常利益黒字化を至上命題として

資本の増強および財務基盤の強化を行うと

同時に経営体制および当社事業の徹底的リ

ストラクチャリングと合理的な経営に向け

た組織体制作りに邁進してまいりました。

営業面につきましては、株式会社ピーシ

ーデポコーポレーションとフランチャイズ

契約を締結し、フランチャイジーとなって

「PC DEPOT」店舗経営ノウハウを導入、特

に、店舗開発、出店戦略、商材戦略、従業

員教育に関するノウハウの取得を主軸に置

くことにより、店舗、商品、サービスの安

定化、統一化・均一化を進めてまいりまし

た。また、店舗につきましては、36店舗の

うち11店舗をPC DEPOT店舗に改装し、25

店舗につきましては閉鎖をいたしました。

今回の再建計画を推進するにあたり、株

主の皆様、お取引金融機関の皆様、当社の

お客様およびお取引先様等関係各方面の皆

様には、多大なるご負担とご迷惑をお掛け

いたしましたが、同時に当社に対する深い

ご理解と多大なるご支援をいただきました。

以上の結果、当期の売上高は53億66百万

円となりました。利益面におきましては、

人件費等の販売費および一般管理費圧縮に

努めましたが、経常損失10億95百万円の計

上となりました。減損会計処理および閉鎖

店舗に係る保証金および撤退損失引当金等

の特別損失もあり、当期純損失は61億５百

万円となりました。

平成17年３月期は決算期変更により６ヶ

月の変則決算となりますので、前年との対

比の記載は省略しております。

今後のわが国経済は、企業収益の改善や

設備投資および雇用情勢について比較的堅

調な動きを示しているものの、一方では、

原油価格の高騰により経済面への波及が懸

念されます。

当社におきましては、リストラによって

店舗数を減らした結果、売上総額はそれに

応じて減少しましたが、顧客層のニーズに

あった商品の品揃えを行った結果、１店舗

当たりの平均売上高は従来に比して増加い

たしました。

当社は新生オーエー・システム・プラザ

として、更なる店舗運営の効率化や人員の

教育など収益力増強のための施策をこれか

らも継続・増強していく予定であり、これ

からの店舗運営に関しましては、スクラッ

プ＆ビルドを基本として、常に店舗の収益

性を睨みながら、機動的な店舗展開を図る

所存であります。

株主の皆様におかれましては、引き続き

変わらぬご支援とご指導を賜りますようお

願い申しあげます。

平成17年６月

代表取締役社長 大喜章徳
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業績の推移

最近 5事業年度の概況 ■商 品 別 売 上 高

（注） 1. １株当たりの各数値（配当額は除く。）は、第19期までは期中平均発行済株式総数に基づき算出し、第20期からは自己株式数を控除
した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

2. 平成16年11月10日を払込期日とする第三者割当増資により、第23期において資本金が６億57百万円増加し25億74百万円となり、発行
済株式の総数が9,000千株増加し15,690千株となっております。

3. 平成17年３月期は決算期変更により６ヶ月の変則決算となっております。

（注）1. 第20期から、商品構成をより明確にするため、商品区分の一部を変更
しております。
商品区分につきましては、従来の「ワープロ」は廃止することとし、
「中古品・その他」に含めております。「外部記憶装置」は「周辺機器」
へ変更し、「サプライ用品」として取り扱ってきました商品のうち周辺
機器に属するものについては、「周辺機器」として取り扱っております。

2. 第23期から不動産賃貸収入を売上として計上することに変更しており
ます。この変更は、経営再建計画に基づく不採算店舗の閉鎖および閉
鎖店舗の有効活用の結果として、不動産賃貸収入が増加傾向にあり、
その金額的重要性が増加してきているため、経営成績をより適正に表
示するため、計上区分を変更するものであります。

期　別 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期
平成13年９月期 平成14年９月期 平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年３月期

区　分 （当　期）

売　　　上　　　高（百万円） 34,370 27,015 21,685 15,973 5,366

売　上　総　利　益（百万円） 3,700 3,258 2,687 2,101 564

経常利益又は経常損失（△）（百万円） 4 103 △ 77 △ 379 △ 1,095

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △ 65 42 △154 △ 517 △ 6,105

資　　　本　　　金（百万円） 1,917 1,917 1,917 1,917 2,574

発 行 済 株 式 総 数 （千株） 6,690 6,690 6,690 6,690 15,690

株　　主　　資　　本（百万円） 5,702 5,692 5,493 4,891 91

総　　　資　　　本（百万円） 12,644 11,420 10,907 10,182 5,844

１ 株 当 た り 株 主 資 本（円） 852.39 854.98 828.60 767.27 6.33

１株当たり当期純利益又は（円） △ 9.83 6.33 △ 24.41 △ 80.00 △ 487.30１株当たり当期純損失（△）

１ 株 当 た り 配 当 額（円） 5 5 5 ― ―

配　　当　　性　　向（％） ─ 79.0 ─ ― ―
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期　別 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期
平成13年９月期 平成14年９月期 平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年３月期

区　分 （当期）

売場面積（期中平均）（ｍ２） 24,237 24,653 24,131 22,720 18,177

１ ㎡ 当 た り
売　　上　　高（千円） 1,418 1,095 898 703 293

従業員数（期中平均）（名） 422 352 318 293 288

１ 人 当 た り
売　　上　　高（千円） 81,447 76,749 68,192 54,516 18,500

（注）1. 売場面積１㎡当たり売上高＝売上高／売場面積（期中平均）
従業員１人当たり売上高＝売上高／従業員数（期中平均・臨時従
業員80名を含む）
なお、売上高に不動産賃貸収入は含まれておりません。

2. 第19期から第22期までは年間の売上高を記載しておりますが、第
23期の売上高につきましては、決算期変更により６ヶ月間の実績
をもとに計算しております。
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貸借対照表

科目 当期 前期 前期比増減額
（平成17年3月31日現在）（平成16年9月30日現在）

資産の部

流動資産 1,901,603 1,811,951 89,651

現金及び預金 177,967 115,199 62,768

売掛金 254,013 245,422 8,591

商品 1,365,820 1,418,266 △52,446

未収入金 51,234 10,240 40,994

預け金 9,707 10 9,697

その他の流動資産 43,071 24,071 18,999

貸倒引当金 △211 △1,258 1,046

固定資産 3,943,063 8,370,183 △4,427,119

有形固定資産 2,866,592 7,340,806 △4,474,213

建物 605,659 1,142,435 △536,775

工具・器具備品 79,072 58,532 20,540

土地 2,162,075 6,098,889 △3,936,813

その他の有形固定資産 19,785 40,950 △21,164

無形固定資産 11,994 13,526 △1,531

投資その他の資産 1,064,475 1,015,849 48,626

差入保証金 1,338,988 875,350 463,637

その他の投資等 23,798 140,499 △116,700

貸倒引当金 △298,311 ― △298,311

資産合計 5,844,667 10,182,135 △4,337,468

科目 当期 前期 前期比増減額
（平成17年3月31日現在）（平成16年9月30日現在）

負債の部

流動負債 3,043,347 2,949,172 94,174
買掛金 1,364,866 1,054,576 310,289
短期借入金 610,000 970,000 △360,000
１年以内に返済予定の長期借入金 404,210 743,594 △339,384
未払金 327,291 28,515 298,775
未払法人税等 17,407 26,129 △8,722
未払費用 41,191 47,093 △5,902
賞与引当金 30,300 40,300 △10,000
店舗撤退損失引当金 129,004 ― 129,004
その他の流動負債 119,076 38,963 80,113

固定負債 2,710,279 2,341,621 368,658
長期借入金 2,484,884 2,078,986 405,898
退職給付引当金 114,770 211,636 △96,866
その他の固定負債 110,625 50,998 59,627
負債合計 5,753,627 5,290,794 462,833

資本の部
資本金 2,574,000 1,917,000 657,000
資本剰余金 2,851,070 2,203,070 648,000
利益剰余金 △5,275,141 830,159 △6,105,301

利益準備金 87,150 87,150 ―
別途積立金 1,125,000 1,125,000 ―
当期未処理損失（△） △6,487,291 △381,990 6,105,301

自己株式 △58,888 △58,888 ―
資本合計 91,039 4,891,340 △4,800,301
負債及び資本合計 5,844,667 10,182,135 △4,337,468

第19期�第20期�

4,617

3,607 3,695

第22期第21期� 第23期
（当　期）

3,792 3,499

第19期�第20期� 第22期�第21期� 第23期
（当　期）�

45.1
49.8 50.4 48.0

1.6

■有利子負債（百万円）

■株主資本比率（％）

第19期�第20期�

株主資本�
総資本�

5,702

12,644

第22期�

5,692

11,420 10,907

5,493

第21期� 第23期
（当　期）�

10,182

4,891
5,844

91

■株主資本・総資本（百万円）

（単位：千円）（単位：千円）

第19期�

1,093

第20期�第21期�第22期�

1,020 971

第23期
（当　期）�

875

1,338
■差入保証金（百万円）

第19期�第20期�第21期�第22期�

建物�
土地�

6,098 6,098

1,441 1,310

6,098

1,221

第23期
（当　期）�

6,098

1,142

2,162

605

■建物・土地（百万円）

第19期�第20期�第21期�第22期�

クレジット�
一般売掛�

821

653

168

511

398

113

389

293
95

第23期
（当　期）�

245
171
73

254
175
78

■売掛金（百万円）

（ ）第23期において株式会社ピーシーデポコーポレーションとのフラン
チャイズ契約に伴う保証金として500百万円が増加しております。

（ ）第23期における建物、土地の減少は減損会計
の処理等によるものであります。
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損益計算書・利益処分

■損益計算書

科目 当期 前期
平成16年10月１日から 平成15年10月１日から
平成17年３月31日まで 平成16年９月30日まで

売 上 高 5,366,271 15,973,376
売上原価 4,802,217 13,871,873
売上総利益 564,054 2,101,502
販売費及び一般管理費 1,633,948 2,516,614

営業損失（△） △1,069,894 △415,112
営業外収益 26,960 116,068
営業外費用 52,274 79,998
経常損失（△） △1,095,208 △379,042
特別利益 38,627 ―
特別損失 5,036,777 49,379
（内、減損損失） （4,479,589） （―）
税引前当期純損失（△）） △6,093,359 △428,422

法人税、住民税及び事業税 11,942 24,482
法人税等調整額 ― 64,114

当期純損失（△） △6,105,301 △517,019
前期繰越利益 △381,990 135,029

当期未処理損失（△） △6,487,291 △381,990

（単位：千円）

（単位：千円）

第19期�第20期� 第22期�

6.33△9.83 △24.41

第21期� 第23期
（当　期）�

△80.00 △487.30

■１株当たり当期純利益（円）

第19期�第20期�

当期純利益�経常利益�

4
△65

第22期�

103
42 △77△154

第21期� 第23期
（当　期）

△379△517
△1,095
△6,105

■経常利益・当期純利益（百万円）

（　　）� （　　）�

第19期�第20期� 第22期�第21期� 第23期
（当　期）�

10.8 12.4 13.2
10.5

13.0

11.9

15.8
11.2 12.1

30.4

■売上総利益率・販売管理費率（％）

第19期�第20期�

△1.1

第22期�

0.7 △2.8

第21期� 第23期
（当　期）�

△10.0

△245.1

■株主資本当期純利益率（％）

（ ） （ ）

重要な会計方針及び注記
1. 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券………時価のないもの
移動平均法による原価法

（２） デリバティブの評価基準及び評価方法………時価法
（３） たな卸資産の評価基準及び評価方法

商　　　　品………移動平均法に基づく原価法
貯 　 蔵 　 品………最終仕入原価法

（４） 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）について
は、定額法

無形固定資産………定額法
長期前払費用………定額法

（５） 繰延資産の処理方法
新 株 発 行 費………発行時に全額費用として処理しており

ます。
（６） 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上することとしてお
ります。

賞 与 引 当 金………従業員に支給する賞与に充てるため、
支給見込額のうち当期負担額を計上し
ております。

店舗撤退損失引当金………次期に撤退が確定している店舗に関す
る損失見込額を計上しております。な
お、当該引当金は商法施行規則第43条
に規定する引当金であります。

退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事
業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき計上しております。数理計
算上の差異は、従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（５年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌期より費用処理することとしてお
ります。

（７） リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっております。

（８） ヘッジ会計
① ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たしている金利スワップについて特例処
理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下
のとおりであります。
ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金利息

③ ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引
を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評
価を省略しております。

（９） 消費税等の処理方法…税抜方式によっております。

2. 貸借対照表の注記
（１） 有形固定資産の減価償却累計額 1,251,505千円
（２） 担保に供している資産 定 期 預 金 99,215千円

建　　　　物 588,969千円
土　　　　地 2,162,075千円
差入保証金 57,500千円

（3） 貸借対照表に計上した固定資産のほか､リース契約により使
用しているPOSレジ及びその周辺機器、盗難防止装置機器、
テレビ会議システム、EDI発注システム、ならびに車両があ
ります。

（４） 資本の欠損の額 5,421,180千円

3. 損益計算書の注記
１株当たり当期純損失 487円30銭

（注） 1. 記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
2. １株当たり当期純損失は、自己株式数を控除した期中平
均発行済株式総数に基づき算出しております。

■損失処理
科目 当期 前期 前期比増減額

（平成17年３月期） （平成16年９月期）

当期未処理損失（△） △6,487,291 △381,990 △6,105,301
これを次のとおり処理いたしました。

任意積立金取崩額
別途積立金取崩額 1,125,000 ― 1,125,000

利益準備金取崩額 87,150 ― 87,150
資本準備金取崩額 2,851,070 ― 2,851,070

計 △4,063,220 ― 4,063,220
次期繰越損失（△） △2,424,071 △381,990 △2,042,081

（注）1. 当期の売上高には不動産賃貸収入37,998千円が含まれております。
2. 平成17年３月期は決算期変更により６ヶ月の変則決算となりますので、
前年との対比の記載は省略しております。
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会社の概況

株　　主　　名 所有株式数 議決権比率

コア パシフイツク ヤマイチ インターナショナル 2,916 20.32ホンコン リミテツド アカウント クライアント

クレデイ アグリコール インドスエズ ローザンヌ 2,886 20.11

㈱ピーシーデポコーポレーション 2,100 14.63

大　　　喜　　　一　　　夫 834 5.81

ケイ ハイアン ジェームス ケーペル 740 5.15ピーテイーイー リミテッド

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 600 4.18（りそな信託銀行再信託分シーキューブ㈱退職給付信託口）

CONVEX 1号投資事業有限責任組合 500 3.48

谷　　　口　　　　　　　豊 157 1.09

ソシエテ ジエネラル セキユリテイーズ ホンコン 143 0.99

松井証券㈱（一般信用口） 113 0.78

千株 ％

所有者�
別分布�

金融機関�
785,000株�
（5.00％）�

個人・その他�
5,323,000株�
（33.92％）�

外国法人�
6,836,000株�
（43.57％）�

その他国内法人�
2,571,000株�
（16.39％）�

証券会社�
175,000株�
（1.12％）�

■会社の概要（平成17年３月31日現在）

商　　　号 株式会社オーエー・システム・プラザ

本社所在地 〒460－0015

名古屋市中区大井町３番20号

設立年月日 昭和58年４月１日

事 業 内 容 パーソナルコンピュータ、その他関連周辺

機器の販売と、これに付帯関連する事業、

ならびに不動産賃貸事業を営んでおりま

す。

資　本　金 25億74百万円

従 業 員 数 141名（男性 128名、女性 13名）

■所有者別株式の分布状況（平成17年３月31日現在）

■株価チャート

■株式の状況（平成17年３月31日現在）

会社が発行する株式の総数 62,000,000株

発行済株式の総数 15,690,000株

株主数 1,058名

■大株主（平成17年３月31日現在）

（注）個人・その他には自己株式
1,315,000株が含まれております。

（注） 上記には含まれておりませんが、当社は平成17年３月31日現在自
己株式1,315千株を有しております。なお当該株式は商法第241条第
２項の規定により議決権を有しておりません。
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事業所一覧
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全11店舗（平成17年６月１日現在）

福島�

盛岡�八戸�

北上�

本社�
�岡崎�

半田�

徳島�
宇和島�

松山�

沖縄�

本　　　　　　　　　社 〒460－0015 名古屋市中区大井町3－20

PC DEPOT 八戸新井田店 〒031－0816 青森県八戸市新井田西3－2－7

PC DEPOT 盛岡仙北店 〒020－0864 岩手県盛岡市西仙北1－20－22

PC DEPOT 北　上　店 〒024－0004 岩手県北上市村崎野14地割31

PC DEPOT 福 島 西 店 〒960－8165 福島県福島市吉倉字前田27－1

PC DEPOT 岡 崎戸崎店 〒444－0840 愛知県岡崎市戸崎町字池下5－1

PC DEPOT 半田インター店 〒475－0925 愛知県半田市宮本町5－329－1

PC DEPOT 徳　島　店 〒770－8053 徳島県徳島市沖浜東1－14

PC DEPOT 松　山　店 〒790－0051 愛媛県松山市生石町667

PC DEPOT 宇 和 島 店 〒798－0077 愛媛県宇和島市保田甲84

PC DEPOT 北　谷　店 〒904－0116 沖縄県中頭郡北谷町北谷2－15－3

PC DEPOT 豊 見 城 店 〒901－0201 沖縄県豊見城市字真玉橋178

福島西店

事業所一覧

（平成17年６月1日現在）
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株式のご案内

13

役　　　員

■ 決　算　期　日 毎年３月末日
■ 定 時 株 主 総 会 毎年６月
■ 配当金受領株主確定日 利益配当金　　　　　　　　３月末日

中間配当を実施する場合　　９月30日
■ 株式事務取扱場所

名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社

同事務取扱所 〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号

（お問い合せ先） ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
お問い合せ先　　　　　0120－232－711（通話料無料）
各種手続用紙のご請求　0120－244－479（通話料無料）

同　取　次　所 ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のＵＦＪ信託銀行のインターネットでも
24時間承っております。
インターネットホームページ　http://www.ufjtrustbank.co.jp/

（平成17年６月29日より当社名義書換代理人を、上記のとおりＵＦＪ信託銀行株式会社に変更いたします。）
■ 公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞
■ 会 計 監 査 人 監査法人トーマツ

（決算公告に関するお知らせ）
当社は決算公告に代えて、貸借対照表および損益計算書を当社のホームページ（http://www.oasystem.com/ir/）に掲載
することにより、決算情報の開示を行っております。

T O P I X
インターネットで企業情報提供

当社ではインターネットによるIR（投資家向け広報活動）を

発信しております。会社概要、財務データ、四半期決算、店

舗展開等タイムリーな情報を提供しております。

ホームページアドレス http:/ / www.oasystem.com/

代 表 取 締 役 社 長 大 　 喜 　 章 　 徳

取　　　締　　　役 矢 　 野 　 辰 　 彦 管理本部長

取　　　締　　　役 野 　 島 　 � 久 株式会社ピーシーデポコーポレーション
代表取締役社長

取　　　締　　　役 平 　 山 　 達 　 大 ファースト・パートナーズ・グループ
株式会社代表取締役

常　勤　監　査　役 藤 　 井 　 弘 　 之

監　　　査　　　役 佐 　 藤 　 修 　 一 日新化成工業株式会社代表取締役社長

監　　　査　　　役 太 　 原 　 正 　 裕 城西大学経営学部マネジメント総合学科
客員助教授

（注） 1. 取締役のうち、野島�久、平山達大の両氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役
であります。

2. 監査役のうち、佐藤修一、太原正裕の両氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法
律第18条第１項に定める社外監査役であります。

（平成17年６月28日現在）




